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12001 法学概論
法学類・法学部が提供する講義の広がりを理解できる。
法律学に関する基本的な用語法を理解できる。 1 * ◎

12003 政治学


政治学理論，民主的政治，国際政治，政策過程について，基礎
的な概念や知識を身につけ，大卒の社会人にふさわしい社会常
識が習得できるようになること。

1 * ◎

12005 社会法入門

社会法（労働法と社会保障法）とよばれる法分野の基本的な考え
方や仕組みを理解する。そして，労働法と社会保障法に関連する
身近な出来事の中から法的問題を見つけ出して分析する能力を
修得する。

1 * ◎

12007 民事裁判入門

実体法の学習を通じて形成された法学に対するイメージを転換
し，法学の各分野相互の関連性を理解することができる。
民事司法制度に関する知識を習得し，それが抱える現代的問題
を考える視点を養うことができる。

1 * ◎

12009 刑事裁判入門

現行の刑事手続及び平成２１年５月２１日に施行された裁判員制
度の基礎知識と基本理念を修得し，社会秩序の維持と人権保障
を全うする刑事手続を実現するためには，全国民が日常の刑事
手続の運用に関心を持つ必要があることを認識すること。

1 * ◎

10001～
10010

学域共通科目

（各年度・各科目のシラバス参照）

1 *

32001 法理学 法理学の課題や基本的概念を説明できるようになる。 2 * ◎

32003 憲法第一部

1. 近代立憲主義とその変容（現代立憲主義）に関して歴史的な
理解を深めること。
2. 近代人権思想の形成に関する 古典への理解を深めること。
3. 日本国憲法の下で形成されてきた人権規定に関する解釈学説
及び判例の動向をふまえて，自らの解釈を確立すること。

1 * ◎

32005 憲法第二部
日本国憲法および憲法附属法の諸規定，主要な最高裁判例，各
論点で対立する主要学説（少なくとも２説）を「理解」する。 2 * ◎

32007 行政法第一部

多種多様で複雑な行政法規の規範構造（行政活動にかかわる法
的仕組み）を，「行政法総論」の学習を通じて理解・把握する能力
を養う。

2 * ◎

32009 刑法第一部
1. 犯罪成立要件の基本内容を理解する。
2. 犯罪成立要件全体を体系的に理解する。 2 * ◎

32011 刑法第二部
刑法典上の諸犯罪類型の個別的成立要件を理解するとともに，
それを通じて犯罪論体系の理解・修得をより確実なものとする。 2 * ◎

32013 国際法第一部
国際法の基礎知識を習得し，その知識を基礎として国際問題に
国際法を適用し結論を導く法的思考を身につける。 2 * ◎

32015 公共政策論

1. 公共政策に関わる学問の概要を理解できる。
2. 公共政策の実施主体の事情を理解できる。
3. 公私関係の変化を理解できる。

2 * ◎

32017 政治思想史

「自由とは何か」「平等は何か」「公正な社会とは」といった一見抽
象的な問いに対して，学問的に裏付けられた「答え」方ができるよ
うに，政治哲学的な発想法，関連文献の読み方などを身につけ
ることを目指す。

2 * ◎

32019 行政学A

公務員試験でも問われるような基本項目について，基本的知識
を持つこと。各項目の基本的論点を理解し，自分の意見を明確に
すること。

2 * ◎

32051 家族法
基本的論点を理解し，自分の意見を明確にすること。

1 * ◎

32053 民法第一部
民法総則に関わる基本概念や諸制度を理解する。
民法総則に関わる重要な判例，学説を理解する。 2 * ◎

32055 民法第二部
物権(担保物権を含む)に関わる基本概念や諸制度を理解する。
物権(担保物権を含む)に関わる重要な判例，学説を理解する。 2 * ◎

32057 商法総則・商法行為

一般私人間の取引と異なり，迅速・合理性が求められる商取引に
資するための商法上の各種のルールを理解できる。
この科目を理解することにより，会社法や手形法・小切手法と
いった他の商法系科目の理解の礎となる。

2 * ◎

32059 会社法第一部

会社法の制度の全体像を把握すること。
新聞等の情報が，法的にどのような問題となるか関連付けられる
こと。

2 * ◎

32413 行政法第二部

司法的救済制度としての行政事件訴訟法、及び国家賠償法制度
等の仕組みや重要な法改正、並びに同分野における重要判例
等の検討を通じて、行政法関係における私人の権利救済制度の
仕組みと意義を理解すること。

3 * ◎

32415 地方自治法

「地方自治法」の体系的理解を通じて，地方自治の存在意義や，
国民にとって一番身近な「行政」である，地方公共団体の役割に
ついて，理解・把握する能力を養う。

3 * ◎

32417 税財政法

所得税・法人税の課税ルールを素材として，そのようなルールの
あり方が税負担額や行動選択などの面で納税者にどのような影
響を与えるのかを説明できるようになる。課税ルールの根拠につ
いて理解を深め，課税に関する政策を論ずるための基礎的な能
力を身につける。

3 * ◎

32421 国際法第二部

1. 多様な人権イデオロギーの存在を認識した上で，国際社会に
おける人権保障の重要性について説明できるようになる。
2. 国際的な問題，特にわが国が関係する国際問題に関心を持
ち，講義で学んだ紛争処理の基本原則を元にして，紛争の平和
的な処理のあり方について自分の考えを示せるようになる。

3 * ◎

32423 刑事訴訟法

刑事訴訟法の目的，構造と各制度趣旨を体得したうえ，刑事手
続きの現状に内在する問題点を認識し，一連の司法改革により
新に創設された諸制度に対する理解を深め，あるべき刑事手続
きを指向する。

3 * ◎

32429 労使関係法

憲法28条で保障された労働基本権（団結権，団体交渉権，争議
権）がどのようなものであるのか，労働者の権利・利益を擁護す
るために，労働基本権がどのような役割を果たしているのか，さ
らに現代の社会・経済の変化の中で，労働基本権の新たな課題
が何であるのかを理解する。

3 * ◎

学域名

学類名

コース（専攻）名

学類のディプロマ・ポリシー（学位授与方針） コースのディプロマ・ポリシー（学位授与方針）

学類のCP（カリキュラム編成方針），コースのCP（カリキュラム編成方針）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目Ｉ）

法律学・政治
学の発展的・
応用的分野を
学ぶ。（選択
科目）

学類のディプロマ・ポリシーで掲げる知識・能力の他に，社会の公的枠組みを形作っている法制度や，政策形成の過程，統計的データの活用法など，国家・地
方公務員の行政職職員にとって必要な知識・能力を身につけた者に学士（法学）の学位を授与する。これらの知識・能力を身につけるためには，以下の学習成
果を上げることが求められる。

公共法政策コースの学習成果（◎=学習成果を上げるために履修することがとくに強く求められる科目，○=学習成果を上げるために履修することが強く求
められる科目，△=学習成果を上げるために履修することが求められる科目）

コース（専攻）のカリキュラム

議論を通し
て，法律学・政
治学の個々の
分野に対する
理解を深め
る。（演習科
目）

法律学・政治
学の現在の学
問水準を知る
など，それぞ
れの学問分野
の最先端の知
識を得て，さら
に自ら考える
きっかけを作
る。（特講）

企業を含む私
人どうしの活
動を規律する
法を対象とす
る学問分野の
基礎を理解す
る。（企業関係
法系基本科
目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法・私法が交
錯する発展的・
先端的分野）を
得る。（公共法
政策コースコア
科目II）

外国語の能力
を高める。（外
国語系科目）

法律学・政治学の学問体系の骨格を理解していること，法律学・政治学の基本的な科目の知識を修得していること，卒
業後の進路に応じて必要な知識を修得していること，問題を発見する力と，自分の主張をまとめて論証する力を身につ
けていること。以上の法学類の人材養成目標とともに，各コースのディプロマ・ポリシーで掲げた人材養成目標に到達し
た者に，学士（法学）の学位を授与する。

社会の公的枠
組みを形作って
いる法を対象と
する学問分野
や，政治学・政
策学の基礎を
理解する。（公
共法政策系基
本科目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（政
治学分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目III）

法律学・政治
学全体の見取
り図と，それぞ
れの専門分野
間の相互関係
を理解する。
（専門基礎科
目）

【学類のCP】
(1)体系的カリキュラム：法律学・政治学の学問体系の骨格に対する理解を促す。
(2)階層的カリキュラム：入学初年次は基礎的な科目を，学年の進行に従って応用的・発展的な科目を提供する。
(3)進路に応じたカリキュラム：１，２年次生はおおよそ同じ基本的科目を学ばせ，３，４年次生は将来の進路に即した科
目を学ばせる。
【コースのCP】
１，２年次の基本的科目で得た知識を基礎として，国家・地方公務員の行政職にとって必要な専門知識（主に公法・政治
学関連の科目）や能力をさらに修得させる。
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学域名

学類名

コース（専攻）名

学類のディプロマ・ポリシー（学位授与方針） コースのディプロマ・ポリシー（学位授与方針）

学類のCP（カリキュラム編成方針），コースのCP（カリキュラム編成方針）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目Ｉ）

法律学・政治
学の発展的・
応用的分野を
学ぶ。（選択
科目）

学類のディプロマ・ポリシーで掲げる知識・能力の他に，社会の公的枠組みを形作っている法制度や，政策形成の過程，統計的データの活用法など，国家・地
方公務員の行政職職員にとって必要な知識・能力を身につけた者に学士（法学）の学位を授与する。これらの知識・能力を身につけるためには，以下の学習成
果を上げることが求められる。

公共法政策コースの学習成果（◎=学習成果を上げるために履修することがとくに強く求められる科目，○=学習成果を上げるために履修することが強く求
められる科目，△=学習成果を上げるために履修することが求められる科目）

コース（専攻）のカリキュラム

議論を通し
て，法律学・政
治学の個々の
分野に対する
理解を深め
る。（演習科
目）

法律学・政治
学の現在の学
問水準を知る
など，それぞ
れの学問分野
の最先端の知
識を得て，さら
に自ら考える
きっかけを作
る。（特講）

企業を含む私
人どうしの活
動を規律する
法を対象とす
る学問分野の
基礎を理解す
る。（企業関係
法系基本科
目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法・私法が交
錯する発展的・
先端的分野）を
得る。（公共法
政策コースコア
科目II）

外国語の能力
を高める。（外
国語系科目）

法律学・政治学の学問体系の骨格を理解していること，法律学・政治学の基本的な科目の知識を修得していること，卒
業後の進路に応じて必要な知識を修得していること，問題を発見する力と，自分の主張をまとめて論証する力を身につ
けていること。以上の法学類の人材養成目標とともに，各コースのディプロマ・ポリシーで掲げた人材養成目標に到達し
た者に，学士（法学）の学位を授与する。

社会の公的枠
組みを形作って
いる法を対象と
する学問分野
や，政治学・政
策学の基礎を
理解する。（公
共法政策系基
本科目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（政
治学分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目III）

法律学・政治
学全体の見取
り図と，それぞ
れの専門分野
間の相互関係
を理解する。
（専門基礎科
目）

【学類のCP】
(1)体系的カリキュラム：法律学・政治学の学問体系の骨格に対する理解を促す。
(2)階層的カリキュラム：入学初年次は基礎的な科目を，学年の進行に従って応用的・発展的な科目を提供する。
(3)進路に応じたカリキュラム：１，２年次生はおおよそ同じ基本的科目を学ばせ，３，４年次生は将来の進路に即した科
目を学ばせる。
【コースのCP】
１，２年次の基本的科目で得た知識を基礎として，国家・地方公務員の行政職にとって必要な専門知識（主に公法・政治
学関連の科目）や能力をさらに修得させる。

32431 雇用関係法

使用者と労働者間の関係を規制する法制度を理解した上で，労
働契約上の権利義務の内容の理解を深める。アルバイトを含め
て働き始めるにあたっての法的知識を修得し，それらを実際の紛
争解決のために役立てられるようにする。

3 * ◎

32433 社会保障法

医療保険，年金保険，介護保険，生活保護など社会保障制度に
ついて基本的な制度の仕組みを理解した上で，社会保障各法の
複雑な法律関係を把握する。さらに，これらの理解をもとに，社会
変動の中で社会保障制度に課せられた立法政策的課題を検討
する能力を身につける。

3 * ◎

32449 経済法

他の法律科目との関係も意識しながら，経済活動に対する法的
規律を考察することで「社会を見る目」を培い，多角的かつ多面
的な視点から物事を見ることができるようになること。

3 * ◎

32453 国際経済法

自由貿易の意義や国境を超える経済活動の規律について，法的
観点から理解を深めることで「社会を見る目」を培い，多角的な視
点から物事を見ることができるようになること。

3 * ◎

32407 外国法

英米法と日本法で，同じ考え方を採用している部分，異なる部分
に目を配り，英米法を知ることによって，日本法を再発見できるよ
うになること。具体的には，教養や雑学として知っている外国法に
関する知識を，実際の法過程に結びつけて理解し，適切に日本
法との比較ができるようになること。

3 * ◎

32459 計量分析
社会や人間の意識・行動を，数字で表現し分析する計量分析の
方法の特質と，その意義や課題について理解を深める。 3 * ◎

32461 計量分析実習
パソコンを使用したデータ分析の実習を通じて，社会現象の計量
分析の技法の基礎を修得する。 3 * ◎

32463 政治学各論A

戦後の日本政治の現実についての一定の知識を得ることと，日
本政治の現実を政治学的な視点から分析することができるように
なること。

3 * ◎

32465 政治学各論B

1. 政治意識についてのいくつかの議論を理解できる。
2. 計量分析による論述を理解できる。
3. 日本人が政治をどのようにとらえてきたかについて手がかりを
得ることができる。

3 * ◎

32467 政策過程論

政策過程論は政策の形成・決定・実施の動態に着目しながら，政
策や政治，さらには社会や人間のあり方までをも考察しようとす
るものである。政策過程論を学ぶことで，政策過程をめぐるさまざ
まな課題やパズルを解明するための分析力や思考力を身につ
け，政治や社会，人間を見る目を養えるようになる。

3 * ◎

32469 政治社会学

現実の政治的認識が，いかに形成されているかをメディアの歴史
と基本的論点から理解し，自分の政治的認識を客観的に考える
ことができる。

3 * ◎

32471 行政学B

行政，地方自治の理論と実際を学び，行政についての理解を深
めることで，自ら行政や地方自治について深く考えることができる
ようになる。

3 * ◎

32401 日本法制史

1. 各時代における法制度についての基本的な事項を学習する。
2. 法制度の変遷について，社会的諸関係との連関の中でその理
由・原因等を考える。
3. 今日の日本法がどのような歴史的経過の中で形成されてきた
か，その概略についての理解を深める。

3 * ○

32403 西洋法制史

受講者は明治時代以降の日本の法体系の１つの重要な支柱を
なすドイツの法体系が歴史的にどのような政治的・社会的・経済
的条件から成立してきたのかを習得する。また受講者はドイツを
中心として西洋諸国の歴史の概略に関する知識を得ることによっ
て，広い視野を養うことができる。

3 * ○

32405 東洋法制史

前近代中国法（特に刑法・家族法・裁判制度）に関する基本的な
知識が身につき，現代日本人の法意識との関連性を理解するこ
とができる。

3 * ○

32409 環境思想

学生は，環境が問いかける諸課題を考察し，それらの内実を理
解・分析することで，環境に対する多角的な視点を構築すること
ができる。

3 * ○

32411 法思想史

各自の学習経験および将来構想にもとづく学習目標を達成する
ため，法学類の二つの教育目標に即して，
1. 現実の社会に潜む課題に，法的・政策的な観点から対応でき
るようになる
2. 現代社会のルールとその適用，公共的課題に取り組むための
総合的に判断できるようになることを目指す。
具体的には，法を支え動かしていく思想の存在を，西欧古典古代
および西欧近代初頭の法思想史の学習を通じて，認識する。主
として歴史の転換点における法思想を学ぶ中で，具体的に，法学
的思考の生誕，自然法思想との対峙，人権理念の構築，および
国際法思想について，基本的な知識を得る。

3 * ○

32419 国際租税法

非居住者や外国法人が日本に進出する場合に行われる所得税・
法人税の課税や，逆に居住者や内国法人が海外に進出する場
合に行われる課税について理解を深める。

3 * ○

32425 刑事政策

学生の学習目標は，学期の終わりに以下の基本を修得すること
である。
1. 犯罪の原因について，人の犯罪行動（人間行動の１側面）を学
際的に考察できる。
2. 犯罪の対策について，犯罪者，心神喪失者，非行少年，犯罪
被害者等への法的対応や学説を理解し，説明できる。
3. 犯罪に関するマスコミや社会での論評等に対して，学術的観
点から批判的に検討できる。
4. 犯罪に限らず，物事を幅広い視点又は多角的なアプローチ
で，より考察できる。

3 * ○

32427 法医学

医学と法の接点における様々な問題について医学の立場から研
究し，特に，人の死因の科学的な究明を通して，社会生活上の安
全に貢献している法医学の基本的重要事項を知り，法学及び社
会学諸分野とのつながりについて理解できる。

3 * ○

32435 民法第三部
債権総論に関わる基本的概念や諸制度を理解する。
債権総論に関わる重要な判例，学説を理解する。 3 * ○



人間社会学域

法学類
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目
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授

業
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名

学
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の

学

習

目

標

学

年

前

期

後

期

学域名

学類名

コース（専攻）名

学類のディプロマ・ポリシー（学位授与方針） コースのディプロマ・ポリシー（学位授与方針）

学類のCP（カリキュラム編成方針），コースのCP（カリキュラム編成方針）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目Ｉ）

法律学・政治
学の発展的・
応用的分野を
学ぶ。（選択
科目）

学類のディプロマ・ポリシーで掲げる知識・能力の他に，社会の公的枠組みを形作っている法制度や，政策形成の過程，統計的データの活用法など，国家・地
方公務員の行政職職員にとって必要な知識・能力を身につけた者に学士（法学）の学位を授与する。これらの知識・能力を身につけるためには，以下の学習成
果を上げることが求められる。

公共法政策コースの学習成果（◎=学習成果を上げるために履修することがとくに強く求められる科目，○=学習成果を上げるために履修することが強く求
められる科目，△=学習成果を上げるために履修することが求められる科目）

コース（専攻）のカリキュラム

議論を通し
て，法律学・政
治学の個々の
分野に対する
理解を深め
る。（演習科
目）

法律学・政治
学の現在の学
問水準を知る
など，それぞ
れの学問分野
の最先端の知
識を得て，さら
に自ら考える
きっかけを作
る。（特講）

企業を含む私
人どうしの活
動を規律する
法を対象とす
る学問分野の
基礎を理解す
る。（企業関係
法系基本科
目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法・私法が交
錯する発展的・
先端的分野）を
得る。（公共法
政策コースコア
科目II）

外国語の能力
を高める。（外
国語系科目）

法律学・政治学の学問体系の骨格を理解していること，法律学・政治学の基本的な科目の知識を修得していること，卒
業後の進路に応じて必要な知識を修得していること，問題を発見する力と，自分の主張をまとめて論証する力を身につ
けていること。以上の法学類の人材養成目標とともに，各コースのディプロマ・ポリシーで掲げた人材養成目標に到達し
た者に，学士（法学）の学位を授与する。

社会の公的枠
組みを形作って
いる法を対象と
する学問分野
や，政治学・政
策学の基礎を
理解する。（公
共法政策系基
本科目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（政
治学分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目III）

法律学・政治
学全体の見取
り図と，それぞ
れの専門分野
間の相互関係
を理解する。
（専門基礎科
目）

【学類のCP】
(1)体系的カリキュラム：法律学・政治学の学問体系の骨格に対する理解を促す。
(2)階層的カリキュラム：入学初年次は基礎的な科目を，学年の進行に従って応用的・発展的な科目を提供する。
(3)進路に応じたカリキュラム：１，２年次生はおおよそ同じ基本的科目を学ばせ，３，４年次生は将来の進路に即した科
目を学ばせる。
【コースのCP】
１，２年次の基本的科目で得た知識を基礎として，国家・地方公務員の行政職にとって必要な専門知識（主に公法・政治
学関連の科目）や能力をさらに修得させる。

32437 民法第四部

民法第三部（債権総論)で学習したことを基礎に，契約法や不法
行為法等に関する基　本概念や諸制度を理解する。
契約法や不法行為法（債権各論）に関する重要な判例，学説に
ついて理解する。

3 * ○

32439 会社法第二部

生じた問題が会社法上どのように位置づけられるかを理解したう
えで，問題解決に際して要請される考慮要素を明らかにするとと
もに，論理的な検証の結果，解決策を提示することができること。

3 * ○

32441 手形法・小切手法

手形法・小切手法を理解することにより，理論的整合性を追求で
きるようになること。
民法に立ち返りつつ，手形法・小切手法を考えることができるよう
になること。

3 * ○

32443 民事訴訟法

参加者は，民事訴訟の様々な手続制度や民事訴訟法上の法概
念について，判例実務や学説の学習を通じて修得し，民事訴訟
法学についての基礎を固めることができる。
参加者は，民事法の世界が科目ごとの縦割りで分断されている
のではなく，相互に密接に関連していることを体得することができ
る。

3 * ○

32445 民事執行・保全法

1. 民事執行手続および民事保全手続の概要を理解することがで
きる。
2. 民事執行保全法の解釈論の基本を理解することができる。
3. これらのを通じて，民事執行保全法上の具体的な基本問題を
解決することができるようにする。

3 * ○

32447 倒産法

倒産法上の基本的概念、あるいは原理・原則を正確に理解し、倒
産処理手続の構造あるいは手続の流れの中に正確に位置づけ
られるようになる。

3 * ○

32451 知的財産法

民法（財産法）を始めとする私法一般の原則をすでに習得してい
ることを前提として，知的財産法がそれらと共通する点，異なる点
を理解（場合によっては自ら発見することも求められます）する。

3 * ○

32455 国際私法

主題となっている各テーマに関し，私人間の国際的な法律関係
がどのように規律されるか，また，国際社会における法をどう見
るべきかについて，その基本知識が習得できる。

3 * ○

32457 国際取引法

国際取引に関する適用法規の決定枠組，上記の各種国際取引
契約の起草と当事者の利害関係に関する基礎知識，並びに国際
取引紛争の予防と解決に関する基礎知識を習得できる。

3 * ○

32473 国際コミュニケーション論

履修した学生は，日常的に視聴するテレビ・ニュースや新聞か
ら，自分なりの解釈を導出し，自分の考えを客観的に検証できる
ようになる。そして，その検証方法を学ぶきっかけを得て，幅広い
研究分野，分析手法の存在を知り、いくつかの手法を運用できる
ようになる。

3 * ○

32475 リーガル・ドラフティング
国際的M＆A及び国際合弁の際に締結される各種契約の条項を
ドラフティングできるようになる。 3 * ○

32477 プロジェクト科目 （各年度のシラバス参照） 2 * * ○

32479 インターンシップ

志望する就職先とその志望理由を明確にする。就業体験を通じ
て，自らの適性やこれまでの学習の不十分さを理解する。イン
ターンシップ報告会を通じて，自らの体験を多くの人にプレゼン
テーションする方法を習得する。

3 * ○

32113 哲学概論Ａ 哲学の基礎的知識や方法を説明できる。 3 *

32115 哲学概論Ｂ 哲学の基礎的知識や方法を説明できる。 3 *

32117 社会学 社会学の基礎的知識や方法を説明できる。 3 *

32101 社会福祉総論I

1. 国民の生活実態と制度の実態を調べ，分析する力をつける。
2. 他人の意見を聞く力をつけること。
3. ディスカッションする力をつけること。
4. 政策立案能力を付けること。

3 * △

32103 社会福祉総論Ⅱ

1. 国民の生活実態と制度の実態を調べ，分析する力をつける。
2. 他人の意見を聞く力をつけること。
3. ディスカッションする力をつけること。
4. 政策立案能力を付けること。

3 * △

32105 国際関係論

グローバリゼーションが進んで国境を超えた人，物，情報の往来
が日常化し，国内にいても外国人との接触がふえている現在，国
際関係の知識がますます重要になっている。外国人の思考や行
動は彼らの育った国の状況に左右され，彼らの国の状況はその
内政や国際関係の歴史によって形成されてきたものだ。したがっ
てある程度過去に遡って調べておかないと，現在の外国や外国
人の行動を理解できない。世界現代史的な学習が必要なゆえん
だが，とはいえあまり細かく年号や人名を記憶する必要はない。
主要な事象の多面性や相互の関連を認識することで洞察力を養
いたい。

3 * △

32107 国際政治史

日本外交史を学ぶことを通じて，近代日本が周辺諸国を含む国
際社会とどのように関わってきたのか，それがこんにちの日本に
どのような影響を及ぼしているのか，について理解すること。

3 * △

32109 政治外交史

幕末維新期・明治時代・大正時代・昭和戦前期の日本の内政の
展開過程をたどりながら，近代日本の国家と社会の特質につい
て理解すること。

3 * △

32110 比較政治学

英語のリーディングやリスニングを上達させる。
政治学の専門用語を紹介する。
比較的観点から民主主義を理解する。

3 * △

32201 外国書講読 外国語文献をより正確に読めるようになる。 1 * * ○

32241 外国文献研究 外国語文献をより正確に読めるようになる。 3 * * ○

32221 海外英語研修

学生は，タフツ大学夏期英語研修を通じ，英語運用能力を向上さ
せ，異文化に属する人々とのコミュニケーション技法を学んでゆく
ことができる。また，これにより，自分自身の視野を広げて将来に
つなげてゆくことが期待される。

2 ○

32231 外国語表現法

漠然としたイメージしか持っていないであろう英語の論理構造・展
開，あるいは有効な書き方・話し方を確認し，実際に表現してみ
るトレーニングを通じて，学生は，より適切な英語表現とは何か，
自身には何が必要かを把握するとともに，コミュニケーション能力
を高めることができる。

3 * * ○

32241 基礎演習 課題を選択し，調査・研究し，報告し，議論できるようになる。 1 * * ○

32251 演習 課題を選択し，調査・研究し，報告し，議論できるようになる。 3 ◎

*

*
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目
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習

目

標

学

年

前

期

後

期

学域名

学類名

コース（専攻）名

学類のディプロマ・ポリシー（学位授与方針） コースのディプロマ・ポリシー（学位授与方針）

学類のCP（カリキュラム編成方針），コースのCP（カリキュラム編成方針）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目Ｉ）

法律学・政治
学の発展的・
応用的分野を
学ぶ。（選択
科目）

学類のディプロマ・ポリシーで掲げる知識・能力の他に，社会の公的枠組みを形作っている法制度や，政策形成の過程，統計的データの活用法など，国家・地
方公務員の行政職職員にとって必要な知識・能力を身につけた者に学士（法学）の学位を授与する。これらの知識・能力を身につけるためには，以下の学習成
果を上げることが求められる。

公共法政策コースの学習成果（◎=学習成果を上げるために履修することがとくに強く求められる科目，○=学習成果を上げるために履修することが強く求
められる科目，△=学習成果を上げるために履修することが求められる科目）

コース（専攻）のカリキュラム

議論を通し
て，法律学・政
治学の個々の
分野に対する
理解を深め
る。（演習科
目）

法律学・政治
学の現在の学
問水準を知る
など，それぞ
れの学問分野
の最先端の知
識を得て，さら
に自ら考える
きっかけを作
る。（特講）

企業を含む私
人どうしの活
動を規律する
法を対象とす
る学問分野の
基礎を理解す
る。（企業関係
法系基本科
目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（公
法・私法が交
錯する発展的・
先端的分野）を
得る。（公共法
政策コースコア
科目II）

外国語の能力
を高める。（外
国語系科目）

法律学・政治学の学問体系の骨格を理解していること，法律学・政治学の基本的な科目の知識を修得していること，卒
業後の進路に応じて必要な知識を修得していること，問題を発見する力と，自分の主張をまとめて論証する力を身につ
けていること。以上の法学類の人材養成目標とともに，各コースのディプロマ・ポリシーで掲げた人材養成目標に到達し
た者に，学士（法学）の学位を授与する。

社会の公的枠
組みを形作って
いる法を対象と
する学問分野
や，政治学・政
策学の基礎を
理解する。（公
共法政策系基
本科目）

国家・地方公
務員にとって
必要な専門知
識や能力（政
治学分野）を得
る。（公共法政
策コースコア科
目III）

法律学・政治
学全体の見取
り図と，それぞ
れの専門分野
間の相互関係
を理解する。
（専門基礎科
目）

【学類のCP】
(1)体系的カリキュラム：法律学・政治学の学問体系の骨格に対する理解を促す。
(2)階層的カリキュラム：入学初年次は基礎的な科目を，学年の進行に従って応用的・発展的な科目を提供する。
(3)進路に応じたカリキュラム：１，２年次生はおおよそ同じ基本的科目を学ばせ，３，４年次生は将来の進路に即した科
目を学ばせる。
【コースのCP】
１，２年次の基本的科目で得た知識を基礎として，国家・地方公務員の行政職にとって必要な専門知識（主に公法・政治
学関連の科目）や能力をさらに修得させる。

32281 卒業論文
自分が関心をもつ問題について主体的に研究し，その成果を文
章にまとめることができるようになる。 4 ○

32301 法理学特講
法理学の最先端の知識を得て，さらに法理学の課題について自
ら考えられるようになる。 3 * * ○

32303 法制史特講
法制史学の最先端の知識を得て，さらに法制史の課題について
自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32305 外国法特講
外国法（アメリカ法）学の最先端の知識を得て，さらに外国法学の
課題について自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32307 公法特講
公法学の最先端の知識を得て，さらに公法学の課題について自
ら考えられるようになる。 3 * * ○

32309 刑事法特講
刑事法学の最先端の知識を得て，さらに刑事法学の課題につい
て自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32311 国際法特講
国際法学の最先端の知識を得て，さらに国際法学の課題につい
て自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32313 社会法特講
社会法学の最先端の知識を得て，さらに社会法学の課題につい
て自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32315 民法特講
民法学の最先端の知識を得て，さらに民法学の課題について自
ら考えられるようになる。 3 * * ○

32317 商法特講
商法学の最先端の知識を得て，さらに商法学の課題について自
ら考えられるようになる。 3 * * ○

32319 民事訴訟法特講
民事訴訟法学の最先端の知識を得て，さらに民事訴訟法学の課
題について自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32321 経済法特講
経済法学の最先端の知識を得て，さらに経済法学の課題につい
て自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32323 国際法務特講
国際法務の最先端の知識を得て，さらに国際法務の課題につい
て自ら考えられるようになる。 3 * * ○

32325 政治学特講
政治学の最先端の知識を得て，さらに政治学の課題について自
ら考えられるようになる。 3 * * ○

32327 行政法特講
行政法学の最先端の知識を得て，さらに行政法学の課題につい
て自ら考えられるようになる。 3 * * ○

学年欄の１は1年次より，２は２年次より，３は３年次より，４は４年次に（早期卒業申請者は３年次より）履修できる科目である。
外国書購読と基礎演習は１年次後期より履修できる。
特講は開講されないことがある。
開講学期は変更されることがある。
一部の科目は隔年開講である。
◎は必修または選択必修科目，○は選択科目，△は準専任教員が担当する選択科目である。
各科目の単位数は２，４または６単位である。
「哲学概論Ａ」「哲学概論Ｂ」および「社会学」は，2012年度以降の入学生で，教職免許取得希望者のみが履修できる科目である。

*


